
地域医療構想の振り返りについて

埼玉県保健医療部保健医療政策課

議題 ４ ：新たな地域医療構想について
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地域医療構想の振り返りについて

本県における地域医療構想の取組の中心であり、地域医療構想推進会議や地域医療構想調整会議で協議を行って
きた「医療機能の分化・連携を進め、高度急性期から回復期、在宅医療等まで切れ目のない医療提供体制の整備に
ついて」、以下の視点において振り返りを行う。

1. 本県における地域医療構想の取組の概要

地域医療構想推進会議及び地域医療構想調整会議の実施経過 （第２回推進会議）

入院医療における医療需要の推計と実績値 （第２回推進会議）
在宅医療等の体制整備
医療機関対応方針における協議・検証の取組
推進区域の取組＊

地域医療構想アドバイザーの取組
圏域別フェイスシートに基づく取組の振り返り＊

＊令和８年度第４回地域医療構想推進会議にて報告

2. 医療機能の分化・連携の取組結果

3. 構想区域単位の取組

4. 振り返りのまとめ＊
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大区分 入院料・診療科 4機能区分 該当病棟数 1日当たり入院
患者数

定量基準適用時
の機能別病床数

病床稼働率
(*)

平均在棟日数
(*) 病床稼働率(*)

救命救急・ICU等 高度急性期 105病棟 914人/日 1,203床 67.8% 4.0日 地域医療構想の想定 今回の区分結果
高度急性期 109病棟 3,436人/日 4,368床 77.8% 9.7日 高度急性期 4,959人/日 75.0% 75.1%

急性期 297病棟 10,137人/日 12,927床 77.9% 11.5日 急性期 11,681人/日 78.0% 76.3%
回復期 224病棟 6,523人/日 9,251床 72.7% 17.8日 回復期 10,093人/日 90.0% 77.1%

回復期リハビリ病棟 回復期 83病棟 3,544人/日 4,034床 86.7% 58.9日 慢性期 9,807人/日 92.0% 81.6%
特殊疾患病棟・障害者施設等 慢性期 64病棟 2,464人/日 3,007床 81.9% 115.9日 不明 1,061人/日 ― 30.8%

医療療養病床 慢性期 178病棟 7,099人/日 8,770床 82.0% 189.1日 合計 37,600人/日 ― 75.0%
介護療養病床 慢性期 0病棟 0人/日 0床 - -

MFICU・NICU・GCU 高度急性期 27病棟 283人/日 451床 67.4% 15.2日 回復期の内訳 病床稼働率(*)
産科の一般病床 急性期 79病棟 1,243人/日 1,855床 72.4% 6.0日 うち回復期リハビリテーション病棟 86.7%

高度急性期 16病棟 326人/日 440床 74.4% 6.0日 うち産科・小児科を除く急性期一般病棟1、一般病棟7:1 78.0%
急性期 15病棟 245人/日 477床 51.4% 5.2日 うち産科・小児科を除くその他の一般病棟 65.7%
回復期 3病棟 27人/日 87床 32.4% 4.5日 うち産科・小児科を除く地域包括ケア病棟等 78.6%
急性期 3病棟 55人/日 70床 79.0% 21.3日 うち産科・小児科を除く有床診療所 52.2%
慢性期 16病棟 244人/日 369床 70.4% 25.5日 うち小児科の一般病棟・有床診療所 32.4%

不明 不明/休棟 86病棟 1,023人/日 2,193床 46.8% 15.8日
休棟・休床中 不明/休棟 43病棟 38人/日 971床 0.7% 10.0日

該当病棟数 1日当たり入院
患者数

定量基準適用時
の機能別病床数

病床機能報告の
機能別病床数

地域医療構想の
必要病床数

病床稼働率
(*)

平均在棟日数
(*) 4機能区分

入院料や診療実績に関する
報告がない病棟等の病床機

能報告の機能別病床数
257病棟 4,959人/日 6,462床 5,942床 5,528床 75.1% 7.7日 高度急性期 51床
394病棟 11,681人/日 15,329床 24,615床 17,954床 76.3% 10.2日 急性期 1,449床
310病棟 10,093人/日 13,372床 6,484床 16,717床 77.1% 23.6日 回復期 385床
258病棟 9,807人/日 12,146床 12,461床 14,011床 81.6% 139.3日 慢性期 308床
129病棟 1,061人/日 3,164床 971床☆ 30.8% 15.8日 休棟中・無回答 971床

1,348病棟 37,600人/日 50,473床 50,473床 54,210床 75.0% 15.6日 3,164床
※「機能区分不明」とは、入院料の届出なし・不明、様式2不提出等により判定ができないもの。 ☆…病床機能報告中、「当年7/1時点の医療機能」が「休棟・休床中」または無回答のもの
*「病床稼働率」「平均在棟日数」は、「年間新規入棟患者数と退棟患者数とが大きく乖離」「「救命救急・ICU等」以外で平均在棟日数が2日間未満」「産科以外で病床稼働率が100%超」の病棟を除いて算出。

1日当たり入院患
者数

4機能区分

高度急性期　計
急性期　計
回復期　計

周産期

小児 小児入院管理料・小児科
の一般病棟等

備考

成人の医
療等

一般病棟・
地域包括ケア病床等

区分線1・区分線2によって高度急性
期・急性期・回復期に区分

その他

令和６年度より無し

医師・看護師の配置要件等を勘案し、
入院料の種類に応じて高度急性期・
急性期・回復期に区分

緩和ケア 緩和ケア病棟
放射線治療の実施がある病棟を急性
期、ない病棟を慢性期とする

全体

慢性期　計
機能区分不明または休棟・休床中の病床（※）

4機能ごとに集計

４機能区分別の病床数について、「今回の区分
結果」「病床機能報告」「地域医療構想の必要病
床数」の３つを比較表示している。

４機能区分別の病床稼働率について、
「（国の基準による）地域医療構想にお
ける想定％」と「今回の区分結果の％」
との比較表示をしている。

回復期については、入院料や診療科の種類によって、
より細分化する形で、病床稼働率を表示している。

医療機能の分化・連携の取組結果

令和６年度病床機能報告 定量基準分析結果 【埼玉県全体】
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病床機能報告と定量基準分析による病床機能の推移

医療機能の分化・連携の取組結果

565 2,385 2,145 1,772 1,924 1,680 1,665 1,927 1,707 2,324 2,689 1,759 0

13,067 
12,552 12,965 13,013 12,998 12,874 12,489 12,340 12,165 12,220 12,016 12,140 14,011

3,702 4,023 4,437 4,830 5,336 5,739 6,155 6,092 6,216 6,293 6,453 6,967 

16,717

23,992 
24,674 24,118 24,702 25,126 24,763 24,764 24,820 24,770 24,132 24,569 24,787 

17,954

7,736 
6,389 6,707 6,365 6,012 6,238 6,423 6,219 6,357 6,378 5,938 6,015 

5,52849,062 50,023 50,372 50,682 51,396 51,294 51,496 51,398 51,215 51,347 51,665 51,668 
54,210

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2025年

必要病床数

1,829 1,533 1,680 1,982 1,707 2,324 2,689 0

12,752 12,939 12,617 12,214 12,197 11,869 12,009 
14,011

13,379 13,997 13,935 12,913 12,752 14,141 13,726 16,717

18,678 18,704 18,694 19,248 18,666 16,746 16,732 
17,954

4,044 4,223 4,368 5,041 5,893 6,267 6,509 
5,528

50,682 51,396 51,294 51,398 51,215 51,347 51,665 
54,210

2017年 2018年 2019年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

必要病床数

4



在宅医療等の体制整備

本県において訪問診療を利用する患者数が増加しており、それに対応するための医療機関数も増加している。
医療機関数の増加ペースを考慮すると、今後も在宅医療を支える体制の整備や、地域ごとの支援体制強化が重要である。

出典：令和６年度、７年度埼玉県地域保健医療計画推進協議会資料より一部改変

出典：厚生労働省NDBデータ 在宅患者訪問診療料等から集計
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訪問歯科診療を利用する患者数は増加しており、それに対応する在宅歯科医療の提供体制も拡充されている。
今後の高齢化の進展に伴い在宅療養者の増加が見込まれるため、在宅歯科医療を担う医療機関の確保と提供体制のさらなる強化が重要である。

在宅医療等の体制整備

出典：厚生労働省NDBデータ 歯科訪問診療から集計
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出典：令和６年度、７年度埼玉県地域保健医療計画推進協議会資料より一部改変
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（参考）在宅療養支援診療所・病院の施設数

在医総管合計支援診・病合計
支援病
小計

支援
病３

支援
病２

支援
病１

支援診
小計

支援
診３

支援
診２

支援
診１構想区域

在支診病
以外

うち
機能強化型

138533721172261２９254南部

13672754114524323182南西部

３８１２８4７89１０5３2７９3７４１1東部

7０２４４6８１７４9171１６５10５5６4さいたま

1762224550324023161県央

5３１１６3163105325327242川越比企

2４9０2５6６128405４331８3西部

196７184８７４30４１2６141利根

298５2３５６92434７311５1北部

７154965103030秩父

28３9５９29867６904１3５14５８６３３７２３０19計

出典：令和７年度埼玉県在宅医療部会資料一部改変（数値はR7.11.1時点）
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医療機関対応方針における協議・検証の取組

備考方針・プラン策定までの経過

「地域医療構想の進め方につ
いて」（平成30年２月７日付
け厚生労働省医政局地域医
療計画課長通知） に基づき、
プランの変更がある場合は、
調整会議で協議・検証。

公立病院経営強化プラン
（総務省）

 令和元年９月に国のワーキンググループで再検証対象医療
機関が公表された。その後、コロナを経て、令和４年３月に国
から通知があり、令和４年度及び５年度において、地域医療
構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の
策定や検証・見直しを行うこととされた。

 令和５年度中にすべての再検証対象公立・公的医療機関につ
いて、地域医療構想調整会議での再検証が完了し、合意に
至っている。

 プラン作成医療機関数 ３６（公立１１・公的２５）

公立病院

公的医療機関等2025プ
ラン（2022年版）

公的病院

2025年における医療機
関対応方針

 地域医療構想に係る医療機関の対応方針は、民間を含む全
ての病院・有床診療所が策定し、令和４年度から５年度まで
に、各圏域の地域医療構想調整会議で協議のうえ、合意を目
指すというもの。

 地域医療構想調整会議では、公立・公的病院はプランの説明
を、それ以外の民間医療機関は一覧表で現状と2025年の
予定を示す形で対応方針を明らかにし、協議を進めた。

 令和６年９月末現在の段階で、病床数ベースでは99.8％、医
療機関数ベースでは97.5％の対応方針の策定ついて合意
に至っている。

民間含む全ての
医療機関

※有床診療所含
む

地域医療構想に係る医療機関の対応方針は、民間医療機関を含む全ての病院・有床診療所が策定し、令和４年度から令和５年度にかけて地域医療
構想調整会議にて検証し、合意を目指してきた。医療機能転換などを目指す医療機関においては、地域医療構想調整会議にて協議・検証の実施を
継続して行った。
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新たな地域医療構想の策定に向けた各構想区域での議論が本格的になる中、協議体制の一層の充実を図るため、令和元年より
地域医療構想アドバイザーの取り組みを開始。

（１） 役割
• 都道府県の地域医療構想の進め方について助言すること。
• 地域医療構想調整会議に出席し、議論が活性化するよう助言

すること

職種役職任期氏名（敬称略）推薦団体

医師埼玉県医師会 副会長令和元年度～令和2年度湯澤 俊

埼玉県医師会 医師埼玉県医師会 副会長令和２年度～廣澤 信作

医師埼玉県医師会 常任理事令和元年度～齊藤 正身

教員埼玉医科大学医学部特任教授令和元年度～令和４年度宮山 徳司
埼玉医科大学

教員埼玉医科大学医学部特任教授令和5年度～小野寺 亘

○ アドバイザーの役割及び活動内容

（２） 活動内容
• 厚生労働省が主催するアドバイザー会議への出席（年２～３回）
• 担当都道府県の地域医療構想の達成に向けた技術的支援（適宜）
• 担当都道府県の地域医療構想調整会議への出席（適宜） 等

○ アドバイザーの構成（令和８年７月末現在まで）

○ 地域医療構想調整会議への出席・助言

地域医療構想アドバイザーの取組

令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

２７２０２７２０２０７出席（回数）

本県における活動の具体例
• 埼玉県地域医療構想推進会議構成員として、各構想区域における議論の状況を情報提供
• 各回の埼玉県地域医療構想推進会議・調整会議の開催前に本庁事務局への技術的助言の実施
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